
  第３条のうち川崎市個人情報保護条例第３０条第６項後段の改正規定中「又

は情報提供者」を「若しくは情報提供者又は同条第８号に規定する条例事務

関係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者」に改める。 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第５号に掲げる規定の施行

の日から施行する。ただし、第３条の規定は、公布の日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の

一部改正に伴い、所要の整備を行うため、この条例を制定するものである。 

議案第   号 

 

川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例及び川崎市職員の配偶者同行

休業に関する条例の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ

いて 

 

川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例及び川崎市職員の配偶者同行休業

に関する条例の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２８年１１月２８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例及び川崎市職員の配偶者同行

休業に関する条例の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

（川崎市職員定数条例の一部改正） 

第１条 川崎市職員定数条例（昭和２６年川崎市条例第３０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

 （川崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第２条 川崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年川崎

市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中第９号を第１０号とし、第４号から第８号までを１号ずつ繰り下

げ、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 職員の休業の状況 

議案第１６８号



（川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３２年

川崎市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の５を第１４条の７とし、第１４条の２から第１４条の４までを

２条ずつ繰り下げ、第１４条の次に次の２条を加える。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与） 

第１４条の２ 地方公務員法第２６条の５第１項の規定による承認を受けた

職員には、自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給しない。 

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与) 

第１４条の３ 地方公務員法第２６条の６第１項の規定による承認を受けた

職員には、配偶者同行休業をしている期間については、給与を支給しない。 

（川崎市上下水道局企業職員定数条例の一部改正） 

第４条 川崎市上下水道局企業職員定数条例（昭和４２年川崎市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

（川崎市交通局企業職員定数条例の一部改正） 

第５条 川崎市交通局企業職員定数条例（昭和４２年川崎市条例第１４号）の

一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

（川崎市病院局企業職員定数条例の一部改正） 

第６条 川崎市病院局企業職員定数条例（平成１６年川崎市条例第６４号）の

一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例及び川崎市職員の配偶者同行休業

に関する条例の施行に伴い、関係条例の整備を行うため、この条例を制定する

ものである。 

 



（川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３２年

川崎市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の５を第１４条の７とし、第１４条の２から第１４条の４までを

２条ずつ繰り下げ、第１４条の次に次の２条を加える。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与） 

第１４条の２ 地方公務員法第２６条の５第１項の規定による承認を受けた

職員には、自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給しない。 

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与) 

第１４条の３ 地方公務員法第２６条の６第１項の規定による承認を受けた

職員には、配偶者同行休業をしている期間については、給与を支給しない。 

（川崎市上下水道局企業職員定数条例の一部改正） 

第４条 川崎市上下水道局企業職員定数条例（昭和４２年川崎市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

（川崎市交通局企業職員定数条例の一部改正） 

第５条 川崎市交通局企業職員定数条例（昭和４２年川崎市条例第１４号）の

一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

（川崎市病院局企業職員定数条例の一部改正） 

第６条 川崎市病院局企業職員定数条例（平成１６年川崎市条例第６４号）の

一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「休職者」の次に「、自己啓発等休業をしている職員、配

偶者同行休業をしている職員」を加える。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 川崎市職員の自己啓発等休業に関する条例及び川崎市職員の配偶者同行休業

に関する条例の施行に伴い、関係条例の整備を行うため、この条例を制定する

ものである。 

 


